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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 41,932 △10.0 3,080 1.9 3,441 6.6 3,746 96.5 

28年３月期 46,572 △11.2 3,024 △15.7 3,227 △17.1 1,906 △36.8 
 
（注）包括利益 29年３月期 3,923 百万円 （201.2％）   28年３月期 1,302 百万円 （△70.3％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 37.38 － 10.7 6.6 7.3 

28年３月期 17.45 － 5.4 6.0 6.5 
 
（参考）持分法投資損益 29年３月期 － 百万円   28年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 53,228 35,481 66.7 370.20 

28年３月期 51,368 34,376 66.9 333.91 
 
（参考）自己資本 29年３月期 35,481 百万円   28年３月期 34,376 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 △2,131 △1,714 △2,820 6,810 

28年３月期 4,041 △766 △3,640 13,606 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 0.00 － 5.00 5.00 514 28.6 1.5 
29年３月期 － 0.00 － 12.00 12.00 1,150 32.1 3.4 
30年３月期（予想） － 0.00 － 100.00 100.00   50.1   
（注）平成29年３月期期末配当の内訳  普通配当 10円00銭  記念配当 ２円00銭 
※当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施する予定であ
るため、平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金につきましては、当該株式併合を考慮した金額を記載してお
ります。株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期の１株当たり期末配当金は10円となります。詳細につきまして
は、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 

 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 45,700 9.0 2,260 △26.6 2,510 △27.1 2,000 △46.6 199.54 
※平成30年３月期の連結業績予想（通期）における１株当たり当期純利益については、株式併合の影響を考慮しており
ます。株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期の連結業績予想（通期）における１株当たり当期純利益は19円95銭
となります。詳細につきましては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 



  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に関する注記」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 103,030,741 株 28年３月期 115,030,741 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 7,187,482 株 28年３月期 12,081,337 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 100,230,339 株 28年３月期 109,260,980 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 12,350 △40.2 210 △89.6 523 △76.8 1,068 △27.5 

28年３月期 20,640 △29.2 2,017 △9.1 2,251 △15.2 1,474 △30.9 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期 10.66 － 

28年３月期 13.49 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 38,705 29,130 75.3 303.94 

28年３月期 40,251 30,674 76.2 297.95 
 
（参考）自己資本 29年３月期 29,130 百万円   28年３月期 30,674 百万円 
 
 
※  決算短信は監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想

に関する事項は添付資料４ページ「(４)今後の見通し」をご覧下さい。 

 

（株式併合後の配当及び業績予想について） 

当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年６月29日開催予定の第109期定時株主総会に株式併合

に係る議案を付議し、同株主総会において株式併合に係る議案（平成29年10月1日を効力発生日として、普通株式10

株につき１株の割合をもって株式併合を実施）が承認可決されることを条件に単元株式数の変更（1,000株から100株

への変更）ならびに定款の一部変更を行うことを決議いたしました。なお、株式併合を考慮しない場合の平成30年３

月期の配当予想、連結業績予想は以下の通りです。 
１．平成30年３月期の配当予想 
  １株当たり配当金 
  期末10円 
２．平成30年３月期の連結業績予想 
  １株当たり当期純利益 
  通期19円95銭 

 
（決算補足説明資料の入手について） 

決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しており、また、当社ホームページに掲載しております。 
 



添付資料の目次

 

１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………………………… 2
（１）当期の経営成績の概況 …………………………………………………………………………………………… 2
（２）当期の財政状態の概況 …………………………………………………………………………………………… 3
（３）当期のキャッシュ・フローの概況 ……………………………………………………………………………… 3
（４）今後の見通し ……………………………………………………………………………………………………… 4
（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 4
（６）事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 5

２．企業集団の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 6
３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 7
４．連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………………… 8
（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………… 8
（２）連結損益及び包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 10
（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………… 11
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………… 13
（５）継続企業の前提に関する注記 …………………………………………………………………………………… 14
（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に関する注記 …………………………………………… 14
（７）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………… 15

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 15
（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 18
（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 19

５．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 20
（１）受注及び受注残高の状況 ………………………………………………………………………………………… 20

 

- 1 -

トーヨーカネツ㈱（6369）平成29年３月期　決算短信



１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度における我が国経済は、さまざまな経済政策による効果を背景に、企業業績や雇用・所得情勢が改善

し緩やかな回復基調で推移した一方、世界経済は、中国や新興国の経済成長の鈍化による減速傾向のほか、英国のＥＵ

離脱や米国新政権の政策動向などの影響から先行きが不透明な状況が続いております。 

 機械・プラント事業は、ＯＰＥＣの協調減産による原油価格下支えを狙った動きや、中国・インド等の新興国主導に

よるＬＮＧ取引量の伸びが見られるものの、依然として大型タンク新増設等、石油・ガス関連設備投資の活性化には至

らず厳しい状況が継続しております。

 物流システム事業では、少子高齢化の進行による人手不足を背景に物流現場の自動化のニーズが高まっており、特に

ネット通販市場は引き続き高い成長が見込まれます。また、航空需要の増加による空港施設等の増改築や情報システム

リニューアル案件が増加するなど、物流システム需要は拡大基調にあります。

 このような事業環境下、当連結会計年度の売上高は物流システム事業で増収となったものの、機械・プラント事業で

新設案件が減少したことなどにより419億32百万円（前連結会計年度比10.0％減）、営業利益は、物流システム事業が

堅調な事業環境を背景に増益となったことなどにより30億80百万円（同1.9％増）、経常利益は34億41百万円（同6.6％

増）、親会社株主に帰属する当期純利益は旧本社の土地及び建物を譲渡したことに伴う特別利益が発生したこと等によ

り37億46百万円（同96.5％増）となりました。また受注高につきましては、373億95百万円（同10.8％増）となりまし

た。

 

 セグメントの業績は次の通りであります。

 

・機械・プラント事業 

 不透明な市場環境により設備投資計画が延期されるなど、タンク新増設案件が限られる中、受注領域を広げた積極的

な営業展開を図ってまいりましたが、大型案件の受注には至らず、またメンテナンス分野でも一段と競争が激しくなる

など、厳しい事業環境となっております。

 この結果、当事業の売上高は138億52百万円（前連結会計年度比39.2％減）、営業利益は６億33百万円（同67.0％

減）、受注高は81億82百万円（同34.0％減）となりました。 

 

・物流システム事業 

 物流システムの需要が拡大基調にあるなか、主にネット通販業や小売業向けの新設案件と生協向け設備案件を中心に

売上計上されました。利益面でも、売上高の増加に加え、中期経営計画における重点施策を着実に遂行したことによる

コスト低減により、大幅な改善が進みました。

 この結果、当事業の売上高は217億11百万円（前連結会計年度比26.2％増）、営業利益は19億81百万円（同197.0％

増）、受注高は284億86百万円（同45.3％増）となりました。

 

・その他 

 上記に属さないその他の事業は、それぞれの事業特性に応じ業績の向上に注力した結果、売上高は63億68百万円（前

連結会計年度比3.2％減）、営業利益は９億58百万円（同12.0％増）、受注高は７億26百万円（同58.4％減）となりま

した。
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（２）当期の財政状態の概況

① 資産 

 当連結会計年度末における流動資産は284億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億15百万円減少いたしまし

た。これは主に現金及び預金が67億96百万円減少し、受取手形及び売掛金が33億50百万円、仕掛品が14億95百万円増加

したことによるものです。固定資産は247億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億76百万円増加いたしまし

た。これは主に土地が15億37百万円、建物及び構築物が12億53百万円増加したことによるものです。

 この結果、総資産は、532億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億60百万円増加いたしました。

 

② 負債

 当連結会計年度末における流動負債は131億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億38百万円増加いたしまし

た。これは主に未払費用が８億90百万円、完成工事補償引当金が３億30百万円増加し、支払手形及び買掛金が８億84百

万円減少したことによるものです。固定負債は46億42百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億16百万円増加いたし

ました。これは主に繰延税金負債が10億84百万円増加し、再評価に係る繰延税金負債が４億７百万円減少したことによ

るものです。

 この結果、負債合計は、177億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億55百万円増加いたしました。

 

③ 純資産 

 当連結会計年度末における純資産合計は354億81百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億４百万円増加いたしま

した。これは主に親会社株主に帰属する当期純利益37億46百万円、自己株式の取得23億４百万円によるものです。

 この結果、自己資本比率は66.7％（前連結会計年度末は66.9％）となりました。

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比べて67億96百万円減少し、68億10百

万円になりました。

・営業活動によるキャッシュ・フロー

 営業活動に用いた資金は21億31百万円（前連結会計年度は40億41百万円の収入）になりました。主な要因は、税金等

調整前当期純利益の計上49億51百万円、売上債権の増加33億80百万円、固定資産売却損益の計上21億36百万円、たな卸

資産の増加18億33百万円、前受金の減少３億３百万円、法人税等の支払額７億91百万円等によるものです。

 

・投資活動によるキャッシュ・フロー

 投資活動に用いた資金は17億14百万円（前連結会計年度は７億66百万円の支出）になりました。主な要因は、固定資

産の取得による支出51億60百万円、固定資産の売却による収入36億47百万円、投資有価証券の取得による支出８億87百

万円等によるものです。

 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動に用いた資金は28億20百万円（前連結会計年度は36億40百万円の支出）になりました。主な要因は、長期借

入金の返済による支出60百万円、自己株式の取得による支出23億４百万円、配当金の支払い５億12百万円等によるもの

です。 
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 
第106期

平成26年３月期
第107期

平成27年３月期
第108期

平成28年３月期
第109期

平成29年３月期

自己資本比率（％） 61.6 65.0 66.9 66.7

時価ベースの自己資本比率（％） 57.4 46.9 49.3 53.1

債務償還年数（年） 1.4 － 0.9 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 127.4 － 271.9 －

 上記のうち、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは個々の大型工事の支払条件により大きく数値

が変動する場合があります。なお、上記４年間でのそれぞれの平均値を算出すると次の通りとなります。

  債務償還年数 インタレスト・カバレッジ・レシオ

過去４年間平均値 3.4 60.9

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値より計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の支払額を使用し

ております。

４．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスの

場合は記載しておりません。

 

（４）今後の見通し 

 景気は緩やかな回復基調にあるとはいえ、中国や新興国の経済成長の鈍化や、米国、英国等の動向に対する懸念な

ど、先行きに対する不透明感は払拭される状況に至っておりません。 

 このような経済情勢のもと、物流システム事業は拡大基調にあるものの、機械・プラント事業は、事業環境の悪化か

ら、減収減益となることが見込まれております。

 以上を踏まえ、現時点での平成30年３月期（平成29年度）の連結業績予想を以下の通りとしております。

売上高       45,700百万円 （当期比9.0％増）

営業利益      2,260百万円 （当期比26.6％減）

経常利益      2,510百万円 （当期比27.1％減）

親会社株主に帰属

する当期純利益   2,000百万円 （当期比46.6％減）

 

 なお、上記の予想は、現時点において入手可能な情報、及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績等は、さまざまな原因により大きく異なる可能性があります。

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けており、財務の健全性と株主の皆様へ

の利益還元とのバランスを最適化することを基本とした株主還元方針を策定しております。 

 平成28年11月11日開催の取締役会において、当面の業績見通しや財務状況を踏まえ、企業価値向上に向けた積極投資

を行い、かつ、持続的成長・発展を実現するため、利益の配分及び資本効率を総合的に勘案した資本政策の基本方針を

策定いたしました。 

 これに伴い、株主の皆様への利益還元を更に充実させる観点から、以下の通り株主還元方針を改定しております。 

 

株主還元方針の内容 

・連結配当性向  ：30％以上と設定いたします。（ただし、１株当たり年間10円配当を下限とする。） 

・連結総還元性向 ：100％以上と設定し、自己株式取得を機動的に実施いたします。（ただし、大規模な資金需要

が発生した場合にはこの限りではない。） 

・本方針の適用期間：平成29年３月期から平成31年３月期までの３期とし、当該期間の終了時点で見直すこととい

たします。 
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 当期の配当につきましては、資本政策の基本方針及び株主還元方針に基づくとともに、創立75周年にあたり株主の皆

様からのこれまでのご支援に感謝の意を表し、記念配当を加えまして、12円（普通配当10円、創立75周年記念配当２円

（連結配当性向32.1％））とさせて頂く予定であります。また、次期の配当は、１株当たり100円（株式併合を考慮し

ない場合は１株当たり10円）とさせて頂く予定であります。 

 自己株式につきましては、平成28年11月11日開催の取締役会の決議に基づき、当期中に金額約23億円、株数7,091千

株の取得を行いました。また、平成28年５月12日開催の取締役会の決議に基づき、平成28年５月25日付で株数12,000千

株（消却前の発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合10.4％）の消却を行いました。 

 なお、当社は、機動的な利益還元と、資本効率の向上を図るため、平成29年５月12日開催の取締役会の決議に基づ

き、平成29年５月18日から平成29年８月28日の期間に1,700千株または５億円を上限とする自己株式の取得、及び、平

成29年５月25日付で株数6,000千株（消却前の発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合5.8％）の消却を行う予

定であります。 
 
（６）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。
 
① 世界経済・エネルギー市場動向等による影響 

 当社グループの主要事業である機械・プラント事業は、世界的な景気動向の他、産油・産ガス国や消費国の経済・

社会情勢、各国のエネルギー・環境政策の動向、原油・ＬＮＧ価格の動向等により、顧客の投資計画の中止・延期・

大幅見直し等が発生し、当事業の受注動向や当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 

② 国際的活動及び海外進出に潜在するリスク 

 当社グループでは、機械・プラント事業を中心に海外でも事業を展開しております。また、当社子会社がインドネ

シアにおいてタンク材料の加工を行っております。これらの海外事業には以下に掲げるようなリスクが内在してお

り、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

1．法律又は規制の予期せぬ変更

2．政治経済の不安定性

3．人材確保の困難性

4．不利な税制改正

5．テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱
 

③ 為替レートの変動 

 当社グループの事業活動には、外国における製品の生産、資材の販売、建設工事等が含まれております。売上、費

用、資産を含む外国通貨建での項目は、連結財務諸表作成のために円換算されております。換算時の為替レートによ

り、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。受払いの大半は米ドルあるいはユーロ建となっており、最終

的には円高になると当社グループの事業に悪影響を及ぼし、円安は好影響をもたらします。

 当社グループでは、海外生産拠点の活用や原材料の海外調達等の構造的対応を図るとともに、為替先物予約・オプ

ション等の機動的な活用により、為替レートの変動による悪影響を最小限に止める努力をしております。しかしなが

ら、予想外の変動が生じた場合には、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
 

④ プロジェクトの遂行 

 顧客の理由でプロジェクト計画が中止又は延期並びに内容の変更などが発生することにより、当社グループの業績

に悪影響を及ぼす場合があります。また一括請負契約の形態を取り、経済情勢の急激な変化による資機材価格、輸送

費、工事費等の予想外の高騰、自然災害、疾病の発生、及び重大な事故などが発生した場合には、プロジェクトの採

算が悪化することや、取引先の理由で特定の製品や技術等の利用が妨げられた場合には業績に悪影響を与える可能性

があります。
 

⑤ 受注競争の激化

 当社グループの主要事業は何れも受注型産業であり、厳しい受注競争に晒されております。場合によっては、採算

度外視で価格競争を挑んでくる競合先が現れることも予想されます。当社グループでは、あらゆるコストの削減を進

め、価格競争力の強化に努めておりますが、これら採算面での不合理な下方圧力に直面した場合には、業績と財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。
 

⑥ 災害の発生

 当社グループでは、火災や地震、大規模な自然災害等の発生に備え、情報システムを含む業務継続対策（BCP）の策

定と連絡体制の整備、災害対策マニュアルの作成、安否確認システムの導入、日常点検や訓練など事業継続に必要な

対策を講じておりますが、これらの災害により深刻な物的・人的被害を受けた場合、損害保険の付保による適切なカ

バーを行なっているものの、直接的・間接的損害や復旧費用などが予想以上に多額となり、業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社、子会社８社で構成され、機械・プラント及び物流システムの企画、設計、製作、施工、販売

を主体とし、各事業に関連するリース、メンテナンスなどの事業活動を展開しております。また、その他に建築請負、

産業用設備・機器の製造・販売、不動産管理・賃貸、並びにその他のサービス等の事業も営んでおります。 

 当社グループの事業に係る位置付けは、次の通りであります。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

  当社グループは、連結財務諸表の期間や企業間の比較可能性を考慮し、日本基準を適用しております。

  今後は、国内外の諸情勢を勘案の上、必要に応じ国際会計基準の適用を検討してまいります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,608 6,811 

受取手形及び売掛金 9,474 12,824 

リース投資資産 1,527 1,526 

有価証券 500 100 

商品及び製品 55 54 

仕掛品 2,644 4,140 

原材料及び貯蔵品 1,310 1,649 

繰延税金資産 380 582 

その他 515 872 

貸倒引当金 △22 △83 

流動資産合計 29,995 28,479 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,325 3,578 

機械装置及び運搬具（純額） 1,208 1,132 

工具、器具及び備品（純額） 202 288 

土地 9,427 10,965 

建設仮勘定 498 119 

その他（純額） 0 0 

有形固定資産合計 13,661 16,084 

無形固定資産 370 418 

投資その他の資産    

投資有価証券 6,240 7,325 

繰延税金資産 41 41 

退職給付に係る資産 390 358 

その他 923 788 

貸倒引当金 △256 △267 

投資その他の資産合計 7,340 8,245 

固定資産合計 21,372 24,748 

資産合計 51,368 53,228 

 

- 8 -

トーヨーカネツ㈱（6369）平成29年３月期　決算短信



 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,231 2,347 

短期借入金 2,357 2,397 

1年内返済予定の長期借入金 60 60 

未払費用 3,434 4,324 

未払法人税等 669 647 

繰延税金負債 10 － 

前受金 1,478 1,173 

賞与引当金 275 258 

受注損失引当金 521 674 

完成工事補償引当金 181 512 

その他 646 709 

流動負債合計 12,866 13,104 

固定負債    

長期借入金 1,155 1,095 

繰延税金負債 607 1,692 

再評価に係る繰延税金負債 1,529 1,121 

退職給付に係る負債 462 364 

資産除去債務 332 332 

その他 39 37 

固定負債合計 4,125 4,642 

負債合計 16,991 17,747 

純資産の部    

株主資本    

資本金 18,580 18,580 

資本剰余金 1,273 1,273 

利益剰余金 15,170 16,447 

自己株式 △2,887 △2,323 

株主資本合計 32,136 33,978 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,788 1,992 

繰延ヘッジ損益 － △14 

土地再評価差額金 1,077 163 

為替換算調整勘定 △639 △652 

退職給付に係る調整累計額 12 14 

その他の包括利益累計額合計 2,239 1,503 

純資産合計 34,376 35,481 

負債純資産合計 51,368 53,228 
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（２）連結損益及び包括利益計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 46,572 41,932 

売上原価 39,361 33,660 

売上総利益 7,211 8,272 

販売費及び一般管理費 4,186 5,191 

営業利益 3,024 3,080 

営業外収益    

受取利息 44 20 

受取配当金 206 248 

匿名組合投資利益 16 60 

雑収入 222 136 

営業外収益合計 489 466 

営業外費用    

支払利息 14 20 

為替差損 228 69 

雑損失 43 15 

営業外費用合計 287 105 

経常利益 3,227 3,441 

特別利益    

固定資産売却益 14 2,315 

受取保険金 8 － 

その他 5 3 

特別利益合計 29 2,319 

特別損失    

固定資産売却損 27 179 

固定資産除却損 7 401 

減損損失 19 － 

合併関連費用 25 － 

本社移転費用 11 226 

その他 3 2 

特別損失合計 95 809 

税金等調整前当期純利益 3,161 4,951 

法人税、住民税及び事業税 1,011 818 

法人税等調整額 253 386 

法人税等合計 1,264 1,205 

当期純利益 1,897 3,746 

（内訳）    

親会社株主に帰属する当期純利益 1,906 3,746 

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △9 － 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △246 203 

繰延ヘッジ損益 － △14 

土地再評価差額金 82 － 

為替換算調整勘定 △109 △13 

退職給付に係る調整額 △321 2 

その他の包括利益合計 △594 177 

包括利益 1,302 3,923 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,331 3,923 

非支配株主に係る包括利益 △28 － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 18,580 1,104 18,797 △4,957 33,525 

当期変動額           

剰余金の配当     △460   △460 

親会社株主に帰属する当期
純利益     1,906   1,906 

自己株式の取得       △3,004 △3,004 

自己株式の消却     △5,074 5,074 － 

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減   169     169 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － 169 △3,627 2,069 △1,388 

当期末残高 18,580 1,273 15,170 △2,887 32,136 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持
分 純資産合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 2,035 995 △549 334 2,814 240 36,580 

当期変動額               

剰余金の配当             △460 

親会社株主に帰属する当期
純利益             1,906 

自己株式の取得             △3,004 

自己株式の消却             － 

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減             169 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△246 82 △89 △321 △575 △240 △815 

当期変動額合計 △246 82 △89 △321 △575 △240 △2,204 

当期末残高 1,788 1,077 △639 12 2,239 － 34,376 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 18,580 1,273 15,170 △2,887 32,136 

当期変動額           

剰余金の配当     △514   △514 

親会社株主に帰属する当期
純利益     3,746   3,746 

土地再評価差額金の取崩     914   914 

自己株式の取得       △2,304 △2,304 

自己株式の消却     △2,868 2,868 － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,277 563 1,841 

当期末残高 18,580 1,273 16,447 △2,323 33,978 

 

               

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 1,788 － 1,077 △639 12 2,239 34,376 

当期変動額               

剰余金の配当             △514 

親会社株主に帰属する当期
純利益             3,746 

土地再評価差額金の取崩             914 

自己株式の取得             △2,304 

自己株式の消却             － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

203 △14 △914 △13 2 △736 △736 

当期変動額合計 203 △14 △914 △13 2 △736 1,104 

当期末残高 1,992 △14 163 △652 14 1,503 35,481 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 3,161 4,951 

減価償却費 765 691 

長期前払費用償却額 2 3 

減損損失 19 － 

のれん償却額 62 62 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △121 72 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △78 △86 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △148 2 

受注損失引当金の増減額（△は減少） 186 165 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △73 330 

受取利息及び受取配当金 △250 △269 

支払利息 14 20 

合併関連費用 25 － 

本社移転費用 11 226 

為替差損益（△は益） 286 34 

投資有価証券売却損益（△は益） △5 △2 

固定資産売却損益（△は益） 12 △2,136 

固定資産除却損 15 401 

売上債権の増減額（△は増加） 758 △3,380 

リース投資資産の増減額（△は増加） △93 0 

たな卸資産の増減額（△は増加） 997 △1,833 

前渡金の増減額（△は増加） 38 △286 

未収入金の増減額（△は増加） 987 △123 

仕入債務の増減額（△は減少） 765 99 

前受金の増減額（△は減少） △2,137 △303 

その他 215 0 

小計 5,417 △1,357 

利息及び配当金の受取額 251 272 

利息の支払額 △14 △20 

合併関連費用の支払額 △25 － 

本社移転費用の支払額 △4 △233 

法人税等の支払額 △1,582 △791 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,041 △2,131 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △0 △202 

定期預金の払戻による収入 32 232 

有価証券の売却及び償還による収入 200 500 

固定資産の取得による支出 △1,175 △5,160 

固定資産の売却による収入 65 3,647 

投資有価証券の取得による支出 △102 △887 

投資有価証券の売却及び償還による収入 208 6 

その他 4 148 

投資活動によるキャッシュ・フロー △766 △1,714 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △48 56 

長期借入れによる収入 600 － 

長期借入金の返済による支出 △728 △60 

自己株式の取得による支出 △3,004 △2,304 

配当金の支払額 △459 △512 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,640 △2,820 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △399 △130 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △765 △6,796 

現金及び現金同等物の期首残高 14,372 13,606 

現金及び現金同等物の期末残高 13,606 6,810 
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に関する注記

① 連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数 ８社：トーヨーカネツソリューションズ㈱

トーヨーコーケン㈱ 

トーヨーカネツビルテック㈱

㈱トーヨーサービスシステム

トーヨーカネツインドネシア社

ティーケーケー－ユーエスエー社

トーヨーカネツシンガポール社

トーヨーカネツマレーシア社

 

② 持分法の適用に関する事項

 該当事項はありません。

 

③ 会計処理基準に関する事項

 （会計方針の変更） 

  （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

  （追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連

結会計年度から適用しております。

 

  上記に記載する項目以外は、最近の有価証券報告書（平成28年６月29日提出）における記載から重要な変更が

ないため、開示を省略します。
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（７）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、当社における製品・サービス毎の事業部及び、当社の子会社であるトーヨーカネツソリューシ

ョンズ㈱が、それぞれ取り扱う製品・サービスについて、包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

 したがって、当社は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「機械・プラント事業」及び「物流

システム事業」を報告セグメントとしております。

「機械・プラント事業」は、ＬＮＧ・ＬＰＧ・原油・その他の気体・液体用の貯蔵タンクの設計・製作・施工

や、これら各種タンクのメンテナンス業務等を行っております。「物流システム事業」は、仕分け、ピッキング及

び搬送システムを中心とした物流システムの開発・設計・製作・施工や、これら各種システムのメンテナンス業務

等を行っております。

２．報告セグメント毎の売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。また、報告セグメントの利益は、営業利益をベースとしております。また、セグメン

ト間の取引は、実際の取引価額によっております。

３．報告セグメント毎の売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注） 

調整額 合計 
 

機械・プラン
ト事業 

物流システム
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 22,788 17,206 39,995 6,577 － 46,572 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
－ － － 592 △592 － 

計 22,788 17,206 39,995 7,170 △592 46,572 

セグメント利益 1,921 667 2,588 855 △419 3,024 

セグメント資産 12,888 14,340 27,229 8,173 15,965 51,368 

その他の項目            

減価償却費 249 314 563 174 26 765 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

298 687 985 181 22 1,189 

（注）「その他」の区分は、建築請負、産業用設備・機器の製造・販売、不動産賃貸業、リース業等を含んでおりま

す。
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当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注） 

調整額 合計 
 

機械・プラン
ト事業 

物流システム
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 13,852 21,711 35,563 6,368 － 41,932

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
－ － － 661 △661 －

計 13,852 21,711 35,563 7,030 △661 41,932

セグメント利益 633 1,981 2,614 958 △492 3,080

セグメント資産 12,707 21,230 33,938 8,106 11,183 53,228

その他の項目            

減価償却費 237 306 544 135 12 691

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

1,728 2,934 4,663 100 387 5,152

（注）「その他」の区分は、建築請負、産業用設備・機器の製造・販売、不動産賃貸業、リース業等を含んでおりま

す。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

利益 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 2,588 2,614

「その他」の区分の利益 855 958

全社費用（注） △432 △495

その他の調整額 12 3

連結財務諸表の営業利益 3,024 3,080

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務部門等管理部門に係る費用であります。

資産 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 27,229 33,938

「その他」の区分の資産 8,173 8,106

全社資産（注） 16,019 11,235

その他の調整額 △53 △51

連結財務諸表の資産合計 51,368 53,228

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない、当社の現金及び預金、投資有価証券等管理部門に係る資産
であります。

ｂ．関連情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービス毎の情報

 
貯蔵タンク等
（百万円）

貯蔵タンクのメ
ンテナンス業務
（百万円）

物流システム機
器等

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

外部顧客への売上高 13,887 8,901 17,206 6,577 46,572

 
２．地域に関する情報

(1) 売上高

日本
（百万円）

東南アジア
（百万円）

オセアニア
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

36,171 8,923 1,068 409 46,572

（注）売上高は施工地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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(2) 有形固定資産 

日本
（百万円）

東南アジア
（百万円）

オセアニア
（百万円）

合計
（百万円）

12,440 1,171 50 13,661

 
３．主要な顧客毎の情報

 特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、省略しております。
 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品及びサービス毎の情報

 
貯蔵タンク等
（百万円）

貯蔵タンクのメ
ンテナンス業務
（百万円）

物流システム機
器等

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

外部顧客への売上高 6,961 6,891 21,711 6,368 41,932

 
２．地域に関する情報

(1) 売上高

日本
（百万円）

東南アジア
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

36,643 5,170 119 41,932

（注）売上高は施工地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

日本
（百万円）

東南アジア
（百万円）

オセアニア
（百万円）

合計
（百万円）

15,093 943 48 16,084

 
３．主要な顧客毎の情報

 特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、省略しております。

ｃ．報告セグメント毎の固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他（注） 調整額 合計 

  機械・プラント事業 物流システム事業 

減損損失 － － 19 － 19 

（注）「その他」の金額は、産業用設備・機器の製造・販売に係る金額であります。 
 
当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

該当事項はありません。 
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ｄ．報告セグメント毎ののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 
        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他（注） 調整額 合計 

  機械・プラント事業 物流システム事業 

当期償却額 － － 62 － 62 

当期末残高 － － 62 － 62 

（注）「その他」の金額は、産業用設備・機器の製造・販売に係る金額であります。

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）
        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他（注） 調整額 合計 

  機械・プラント事業 物流システム事業 

当期償却額 － － 62 － 62

当期末残高 － － － － －

（注）「その他」の金額は、産業用設備・機器の製造・販売に係る金額であります。

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 333.91円 370.20円

１株当たり当期純利益金額 17.45円 37.38円

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 （注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百

万円）
1,906 3,746

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
1,906 3,746

期中平均株式数（千株） 109,260 100,230
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（重要な後発事象）

１．株式併合 

 当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年６月29日開催予定の第109期定時株主総会に株式併

合に係る議案を付議し、同株主総会において株式併合に係る議案が承認可決されることを条件に単元株式数の変更な

らびに定款の一部変更を行うことを決議いたしました。 

 詳細につきましては、本日（平成29年５月12日）別途開示いたしました「単元株式数の変更、株式併合及び定款の

一部変更に関するお知らせ」をご参照ください。

 

２．自己株式の取得及び消却について 

 当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議するとともに、会社法第178条の規定に基づき、自

己株式を消却することを決議いたしました。

(１）取得及び消却の理由

 株主還元方針に基づく機動的な資本政策の遂行とともに、資本効率の向上を図るため、自己株式の取得及び消却

を行うものです。

(２）取引に係る事項の内容 

①取得対象株式の種類   当社普通株式

②取得しうる株式の総数  1,700千株（上限）

            （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.8%）

③取得価額の総額       500百万円（上限）

④取得する期間      平成29年５月18日～平成29年８月28日

⑤取得の方法       信託方式による市場買付け

(３）消却に係る事項の内容

①消却する株式の種類   当社普通株式

②消却する株式の総数   6,000千株

              （消却前の発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合 5.8%）

③消却予定日       平成29年５月25日 

 

（開示の省略）

上記以外の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。
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５．その他

（１）受注及び受注残高の状況

（受注の状況）

事業の種類別セグメント

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

増減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

対前期増減率
（％）

機械・プラント事業
12,387 36.7 8,182 21.9 △4,205 △34.0

(3,592) (10.6) (299) (0.8) (△3,292) (△91.7)

物流システム事業
19,604 58.1 28,486 76.2 8,881 45.3

(254) (0.8) (191) (0.5) (△63) (△24.9)

その他
1,748 5.2 726 1.9 △1,021 △58.4

(－) (－) (－) (－) (－) (－)

合計
33,741 100.0 37,395 100.0 3,653 10.8

(3,847) (11.4) (491) (1.3) (△3,356) (△87.2)

（ ）内は内数であって、海外受注高を示しております。 

 

（受注残高の状況）

事業の種類別セグメント

前連結会計年度
（平成28年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成29年３月31日現在）

増減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

対前期増減率
（％）

機械・プラント事業
13,376 55.4 7,705 31.5 △5,670 △42.4

(6,103) (25.3) (1,389) (5.7) (△4,714) (△77.2)

物流システム事業
9,929 41.2 16,704 68.2 6,775 68.2

(96) (0.4) (58) (0.2) (△38) (△39.9)

その他
820 3.4 75 0.3 △745 △90.8

(－) (－) (－) (－) (－) (－)

合計
24,126 100.0 24,485 100.0 359 1.5

(6,200) (25.7) (1,447) (5.9) (△4,753) (△76.7)

（ ）内は内数であって、海外受注残高を示しております。
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